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浮遊式海洋構造物は,固定式あるいは埋立式のそれに比べて,建造,設置,移動,環境対応,

地震対応に多くの利点を有する.これらの利点を生かして,海洋観測ステーション,海洋石油

掘削,海上空港,原子力発電所,廃棄物処理施設,海洋生物生産施設等が計画され　その一部

は実現している.しかし,位置保持対策,動揺対策に問題点を有する.本稿ではこれらの問題

点がどこまで解決し,何が未解決であるかについて解説するものである. (その1 )では,港

洋環境評価の問題点と,機能性,稼動性に係わる問題点を述べる.

MaLerial

1.は　じ　め　に

海洋構造物は多種多様あるが,本稿では係留されたラ

イザ-管付大型浮遊構造物を対象とすることにする.そ

の理由は,海洋石油分野でこのような構造物は多数の実

績があり,いくつかの大型事故も経験しており,その対

策のための研究も数多くなされているからである.さら

に大型浮遊構造物は将来海洋空間利用の一環として海上

空港,海洋都市として使用される可能性も秘めており,

昨今のエネルギー事情に鑑み海洋石油も大水探域が対象

となる時期も近い将来にあると考えられるからである.

船舶に比べて大型浮遊海洋構造物の歴史は浅いとはい

え,過去の経験から,現在ではこのようなライザ-管付

係留浮体の設計は,風,披,潮流の環境外力さえ正しく

設定できるならば,可能である.しかし安全性,稼働性

と機能性を含めた経済性等の観点からより合理的な設計

を行うためには未だ多数の解決されなければならない不

確かさを残している.本稿ではこれらの不確かさがどこ

までまたどの程度解決されているか,未解決の不確かさ

のうち重要なものは何か等について研究面に焦点を絞っ

て解説を試みる.しかしこれも対象とする分野が広すぎ

るのでさらに次のように目的を絞ることにする.大型浮

遊海洋構造物を設計する際には,基本的に環境外力中の

挙動,構造強度･振動,材料の知識が必要である(Fig.

1.1).その他機関,電気,機器等の儀装も重要であるこ

とは論をまたない.浮遊海洋構造物の事故統計によると

圧倒的に構造破損が多い.これらのうち疲労破壊による

と思われるものも少なくない.これら構造破損もその1

次原因は環境外力下での構造物の動的挙動である場合が

多い.転覆では構造物の動的挙動そのものが問題となる.
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Fig･ 1.1 Engineering Field of Offshore Structures

機能性,稼働性も構造物の挙動の問題である.

そこで本稿では係留されたライザ-管付浮遊海洋構造

物の風,波,潮流の環境外力下での挙動に関する研究の

うち,海洋の自然環境と浮体の稼働時の挙動に関する研

究の現状と不確かさの残る点を解説することにするl).

浮遊海洋構造物の形状は代表としてセミサブ型を扱う

ことにし,必要に応じて船型, TLP等想定することに

する.係留方式は主としてカテナリー係留を取り上げ場

合により1点係留, TLPも取り扱うことにする.

2.海洋の自然環境

海洋構造物の設計に際して考慮すべき自然環境は世界

共通のものとして波,風,潮流が揚げられる.そのほか

地域により津波,地震,氷も重要となる.本稿では波,

風,潮流に限定することにする.

海洋構造物の操業状態は自然環境の度合いに応じて,

稼働時,異常時,曳航時に分類することにする.運動振

幅の大小,前進速度の有無による分類であり,そのほか

1
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Frcquency

Fig･ 2.1 Dynamics of Offshsore Structures

運動の周波数による分類も考えられる.波周波数範囲を

WF (Wave Frequency),それより低周波数域をLF

(Low Frequency),高周波数域を　HF (High

Freduency)と呼ぶことがある.本稿で扱う対象領域を

運動振幅,運動周波数,前進速度の次元から見たものが

Fig. 2.1である.

2.1波2)･3)

1方向の単峰型不規則波に関してはISSCスペクトル

とかJONSWAPスペクトルのような標準スペクトルが

整備されている.より自然に近い方向波についても光易

スペクトルが存在するが発展途上にある研究領域といえ

る.近年北海あるいはメキシコ湾における莫海域の方向

波の計測データが多数収集される状況になってきた.ノ

ルウェー石油省(NPD)では北海での観測結果に基づ

いて次のような実用的な方向分布関数を提案している4).

方向波のエネルギースペクトルは通常次式で表現され

る.

S(a, 0)-S(a)) ･ G(a), 0)

ただし, G(〟, ♂)は方向分布関数であり,仝波エネル

ギーの方向分布を表現している. NPDのガイドライン

によれば,この方向分布関数として次式を用いることを

推奨している.有義波高が10m以下の海象では,

G(a, 0) -D(0〝,10) -C･ cos"(0"zl0)　(2.1)

ただし,　　0",:波の進行主方向

n　:　メートルで測った有義波高

有義波高が10m以上となる場合,波は1方向に進む長

波頂不規則波と考える.

1方向波中の双峰型スペクトルについては6パラメー

タスペクトル等が提案されているに過ぎない.多方向双

峰型スペクトルは未開拓の分野である.

2.2　風,波,潮流の極値の結合確率分布

海洋構造物の寿命は20年から50年の範囲で設計される

場合が多い.その際の環境外力は100年間での最大値を

2
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とる.このことは1年間でその最大値を超過する危険性

が1%ということになる.もし風,波,潮流が互いに無

相関であるならそれらの最大値の同時発生の危険性は,

100万分の1となるのに対して,互いに相関係数1であ

るなら危険性は1%のままということになる.

風と波の相関係数は1に近いと言われている.風と波

の発現の結合確率を精密にするために,風と波の極値に

関する合理的なデータベースについてOchi5)の報告が

ある.また最近風と波に対する船舶通信のデータを

BMTはPCディスクに記録している.

波と潮流が共に直接夙により発生させられている浅海

域の場合には同時発生の仮定は正しいこともある.しか

しハリケーンの中あるいは北海では波と潮流の最大値が

同時発生していない事例がある. (Merre116),

Heideman7))風,波,潮流の最大値の同時発生の仮定

は,いわゆる100年確率よりはるかに安全側になってい

る.そこでより合理的な海洋構造物の設計をねらうなら

ば,風,波,潮流間の相関を考慮すべきである.

3.浮体の稼働時の挙動

3.1運動方程式

浮体の運動は微小運動の仮定がよく成り立つ領域であ

るので物体固定座標も空間固定座標も本質的に同じとみ

なすことができる.従って運動方程式は次式で表現され

る.

葦l [(Mhihki(-))i,A(i) ･IiKk,.(i-I)

･ il,･(I)dT+Nk,･･ I ･ iTL(t)トム(i)

+cki(rh) ･ rL(i)] -f.A(i) +

f2h(i), A-1,2,‥.,6　(3.1)

ただし, MkJ-はライザ-管を考慮した浮体の広義の質量,

mki (00)は周波数無限大での広義の付加質量, Khi (7)

はラデイエイション流体力に対するメモリー影響関数,

I,(t)は浮体の時刻tの運動変位, Nh,は粘性抗力係数,

cki(Jk)は浮体の静的復原力と係留系からの復原力の合力,

jTlk(i)は1次の広義の波強制力, f2hは2次の広義の波強

制力である. i-は速度,士は加速度を表す.

この運動方程式には4つの特徴がある.左辺第2項の

たたみ込み積分と左辺第3項の粘性減衰力の項と,左辺

第4項の非線形復原力の項と,右辺第2項の2次の波強

制力である.

まず左辺第2項のたたみ込み積分に注目すると,運動

方程式は単なる2階の微分方程式ではなく,微積分方程

式になっていることがわかる.たたみ込み積分の入る理

由は,浮体が動揺することによるラデイエイション流体

力は自由表面の影響を受けるため,現時点の流体力に過
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去の履歴が関係することによる.メモリー影響関数Kkz

(T)は浮体に単位のインパルス状の速度を与えた時のラ

デイエイション流体力のインパルス応答である.メモ

リー影響関数と造波減衰係数NwLh(a),付加質量mkJ

(a)との間はフーリエ変換で結ばれている.

運動方程式が完全に線形であるならば,そして粘性減

衰力が等価線形化できるか無視できるとするならば,

(3.1)式はいわゆる周波数領域の運動方程式として規則

波に村する次式に変形できる.

6

∑ [(ML･h+m,･h(a)) 3-A(i) +N,.A(a) ･ ih(i) +C,-hrh(i)]
A-1

-fwz ･ eLWL,

f-1,2,.‥,6　　(3.2)

入射波が不規則波であっても,不規則波は規則波の重ね

合わせで表現できるので,基本的に(3.2)式が求まっ

ていれば十分である.粘性減衰力や非線形の復原力が軽

視し得ない一般の場合の正確な時間領域運動方程式は

(3.1)式となる.

次に左辺第3項の粘性減衰力を説明する.この項は主

として浮体のローワハル,プレーシング等の入射波長に

比して径の小さな部材からの渦放出に起因して発生する.

Re (Reynolds)数とKC (Keulegan-Carpenter)数の関

数となっている.この粘性減衰力は復原力が小さい場合

の長周期運動を推定する場合に重要となる.微小振幅運

動ではエネルギー的に等価な線形化が行われる.

第3の特徴である左辺第4項の非線形項は,大振幅運

動する場合の静的復原力やカテナリー係留力と係留系が

1点係留のような特殊の場合に発生する.規則波中では,

この非線形復原力の項のために,浮体運動に分岐現象が

現れるとか,初期値次第で収束解が異なるカオス現象が

発生することがある.微小振幅運動ではエネルギー的に

等価な線形化が行われる.

第4の特徴である右辺第2項の2次の波強制力は2成

分波の差の周波数で変動し波高の2乗に比例する.不規

則液中ではそれぞれの成分波の組み合わせからなる2成

分波による2次の披強制力の重ね合わせたものになる.

係留系による固有周波数と2次の波強制力の周波数とが
一致し,その周波数の減衰力が小さい場合には,運動が

大変大きくなる.この種の長周期運動は石油掘削用セミ

サブでカテナリー係留の場合のsway, surge, yaw運

動に見られ,周期はおよそ1-2分となる.水線面積が

小さい場合には, heave, pitch, roll運動にも長周期運

動が発生する.

運動方程式(3.1)の中で既知は, Mk,のみである.

mk,(∞), Kk,･(i一丁), flk(i), f2k(i)のポテンシャル流体

力は3次元特異点分布法により計算できる.粘性減衰係

数はレイノルズ数ReとKC数の影響を受けるが,自由
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動揺試験から求めた値を用いる場合が多い.ばね常数

chI(i)は静的復原力と係留索よりの復原力を合体したも

のである.

風,潮流による定常外力は(3.1)式より省いてある.

必要に応じて風,あるいは潮流に含まれる変動スペクト

ルに起因する変動外力も考慮する.

運動方程式の中に含まれる係留素とライザ-管の影響

は,慣性力と粘性減衰力と復原力に含めて考えるのが一

般である.大型浮体では,浮体の排水量に対する係留索

とかライザ管の重量は無視できる程度であり,したがっ

て浮体に対する係留索とかライザ-管の動的影響は重視

することが出来る.これとは逆に係留索とかライザ-管

の挙動は連結先の浮体の運動が支配的となっている.

3.2　メモリー影響関数8)

ラデイエイション流体力,すなわち,付加質量係数

mL丘(a)と造波減衰係数Nu,A(a))が求められていたとす

る.そのうちの造波減衰係数から,それに対応するメモ

リ-影響関数は次式で求められる.

Kk(T) -iIowNwh (a) coSWTdw　　　(3. 3)

メモリー影響関数の精度は, (3.3)式の両辺のフーリエ

変換をとりNu,A(a)を求め元のそれと比較することで

判断できる.周波数無限大での付加質量mzk(∞)は次式

により求められる.

-Lh(-) - -Lk(a) ･‡lomKk(T) SZ･nwTdT　(3･4)

3.3　ラディエイション流体力

大型浮体のラデイエイション流体力はポテンシャル理

論における自由表面を有する場合の3次元の吹き出し特

異点(グリーン関数)を浮体表面に分布させる3次元特

異点分布法で精度よく求めることができる.ただし計算

精度は浮体の形状に応じて表面の分割要素であるパネル

数がある倍以上であることが要求される.無限水深で使

用されるグリーン関数は次式で表示される9).

G(P, Q)-

- e-如ヱ) ･ Jl,(hR)

(‡+‡) 12k/;

+i27rKe-K(之十g') ･ Jo(KR)

A-K
dk

(3.5)

パネル数は通常のセミサブで400-500となり,形状次

第では数千のパネル数が必要となる.こうなると(3.5)

式のグリーン関数の表示では計算時間がかかり過ぎる.

そこでグリーン関数を次式のように変形し計算時間の短

縮がはかられている10)･ ll)

G(P, Q)ニー(⊥+÷)+G2(P, Q)　　(3.6)
7-   r

G2の実数部F(X, Y)の別の表式は

3
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F(X, Y) --JTe~Y(Ilo(∫) + Yo(.T))

12Ioya di
ここに補助関数f(X, Y)を導入する.

1

f(X,幻--すeIP(Y) ･ F(X･ Y)

ところで

f(X･ y) -圭o÷I"(X/y) ･f(X, 0)

ただし

Io(E) -log(Elユ+ (1+EA2)I/2)

I. (E) - (1+E2)1/2-E

nI"+E2(n二1) I"_2- (1+E2) 1/2

(3.6a)

(3.6b)

(3.6C)

(3.6d)

K

有限水深のグリーン関数の計算時間は通常の方法では

無限水深の場合に比べて10数倍に増加する.しかし近年

瀬戸により,無限水深の場合の(3.6)式に相当する有

限水深のグリーン関数の計算時間が短縮される表示式が

公表された】2).この方法によれば有限水深の場合の計

算時間は無限水深の場合の2倍程度に収まる.

現在では通常のセミサブ型浮体の3次元ラデイエイ

ション流体力は十分な精度で計算が可能である.

しかし,ある特別なセミサブ型浮体では,上下揺の付

加質量だけが実験値より約20%大きく求まるという事例

が発見された(Fig.3.1) 13).その他の運動モードのラ

デイエイション流体力の精度は良好である.

上下揺の付加質量は浮体の上下揺の固有周期に影響が

大きいので, ITTC (国際試験水槽会議)ではこの問題

Fig. 3.1 Heave added mass (18th ITTC 3-D Calculation)(3)
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1　2　　3　丁　4S

Fig･ 3･2　CompaTiso1- between have amplitude from experi一

ment and calculation(1)

を重視し検討課題としている(Fig. 3.2).

次期ITTC報告書(1993年予定)の調査段階で, 3

次元ラデイエイション流体力の精度上の問題点のみなら

ず,長周期運動の2次波強制力の近場解と遠場解の不一

致も, 3次元特異点分布法のパネル数の不足に起因する

ことがほぼ判明した. 2ロワーハル8コラムのセミサブ

リグでは,パネル数が1500以上あれば十分な精度が得ら

れることが保証されるが,少なくともパネル数は1000以

上は必要となる模様である.いずれにしても計算精度を

保証するために膨大な計算時間が必要となる.ポテン

シャル流体力の数値計算を実用化するためには,グリー

ン関数の計算法の改良と同時に,少ないパネル数で精度

を向上させる計算法の開発が重要となる.精度向上の計

算法として,パネル内の特異点強さを一定値ではなく高

次関数で近似する方法が有効である14).
一時ラデイエイション流体力の不確かさの原因の1つ

に,セミサブ型浮体のロワーハルによる渦放出のため付

加質量と同位相の流体力が発生することが考えられたが,
一応パネル数不足ということで解決を見ている.しかし

渦放出に基づく流体力は,波浪中の付加質量増加等の新

たな検討課題を提供している15).

3.4　不規則波中長周期運動

外洋での不規則海洋波のスペクトルの周期範囲はほぼ

3秒から20秒の範囲に分布しそのピーク周期は6, 7秒

から12, 13秒位になるのが普通である.このような不規

則液中におかれた大型係留浮体では,係留系の復原力に

対応する固有周期1 - 2分の水平方向の長周期運動と波

周期運動が重畳した形で発生する.この長周期運動の振

幅は波周期運動の振幅よりはるかに大きくなる場合が多
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いため,係留系の設計には必要不可欠の情報である.

長周期運動の起振力は(3.1)式右辺第2項の2次の

波強削力f2h(i)である.この2次波強制力は,入射波振

脂,浮体運動,波と浮体の相互干渉の2次成分ならびに

2次速度ポテンシャルに基づく2次流体力の成分に分離

できる.この分解は直接積分法あるいは近場解法と呼ば

れるもので, Pinksterにより初めて導入された16'.

Pinksterの式を修正し,より一般化した式を次に示

す17)･18)

F--ipg/u,I.,i lE-(E.･J a 19- αL,5)] 2

(1-n2,) I/2dl

-p//S,,〟(‡▽¢･▽打(打α×3) ･

▽4,′-4,:2')dS+ α ×Fl'

- pgA7(,P lα- Cr:Si･/+ a2a33,j

･‡(ai･a72)Zo] A

M-‡pg/u,). (丘×n) lE- (E3･αlターa2,)]2

(1-,z芸) 1/2dl

-p//S/,(GXll) (‡▽¢･ ▽軒( HaxG) ･

▽4,/- 4,/L2■) d5

-pa x //S′,(3× a)Q/dS

+ExF小

･pg l-A一l./,(bt:棚/･‡ (ai ･丞) zo9/)

-2α1a:JJ12+ α2a:i (I.1 1 - I,_,2)

I ∀ (wla21-/,寸α1. ･鵜/,,] i

･pg l-A誹p35/-i(ai ･ainoll/)

+ 2cr2u:J,12 + FYI α.･i ( IJl 1 - I,12)

･ >‡履+鵜./,)]j

+pg lA",/,E3 (αlit/+ cr.li5,/) +
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(ポーaF2)L12+α1a2(L22-L.1)] k (3.8)

(3.7)式右辺最終項と(3.8)式右辺最後の3項は回

転運動による補正項である.上付(1), (2)はそれぞれ1次

と2次の速度ポテンシャルに対応する項である.浮体の

対称性が保たれている場合には回転運動による補正項,

セミサブリグ等の水練面積の小さい浮遊式海洋構造物の

水平運動に対しては2次速度ポテンシャルの項は省略で

きる.しかし回転モードとかTLPのスプリンギングで

は2次速度ポテンシャルの項は省略できない19). 2次

応答の周波数応答関数G2(a., W2)のフーリエ変換をgZ

(Tl, T2)とすると

g2(71, 72)-去/IG12(wl, W2) ･ eIP

吊lt71 ･ Tl+W2 ･ T2)fdw一, dw2 (3.9)

2次波強制力f2(t)はVolterra級数展開により

f2(i)-IIg2(7,, T2) ･ E(i-Tl)) ･ E(i-72)dT.dT2 (3･10)

となる.ただし, ;(t)は入射波の波振幅である. 1次の

(3.7)　波強制力fl(t)については従来から知られており

f.(I)-Jg.(7)E(I-I)dT　　　　(3･.1)

ただし,

g･ (T) -忘I Gl (W)el.A()･wT,dw　　(3･12)

ここにGl (〟)は1次の周波数応答関数である.

現在1次の波強制力を精度よく求めることは可能である.

しかしポテンシャル流れに基づく2次波強制力は特異

点分布法のパネル数を1000以上とれば精度よく求めるこ

とは可能であるが,コラムが存在する構造物では粘性抗

力に起因する2次波強制力の存在も指摘されており,不

確かさの残るところである19)～21)

3.5　長周期運動減衰力

長周期運動を知るためには,長周期運動減衰力を知ら

れねばならない.長周期運動減衰力の内容は次のとおり

である22).

a)係留素の流体力学的抗力

b)波漂流減衰力

C)滑面構造物の圧力抵抗

d)滑面構造物の摩擦抵抗

e)付加物の付加粘性減衰力

(ライザ一束の抗力も含む)

f)粗面による付加粘性減衰力

g)係留素の海底摩擦

h)造波減衰力

i)風荷重減衰力

j)スラスター減衰力

5
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k)構造減衰

1)海底土減衰力

LF運動推定の不確かさの主要な点は減衰力である.

wave drift dampingの推定には大きな進展がみられた.

frequency gradient method23)と　added resistance

method24)の両方共に非常に良好な結果を与えるようで

あるが,実験による検証を更に重ねる必要がある.係留

系によるサージdampingは,係留素の張り方により重

要にもなるし無視し得る場合もある.船型形状に対する

粘性サージdampingは通常の抵抗試験から得られる

form facatorと,振動流中の無限平板上の表面摩擦に対

するJonssonformulaと結び合わせることにより推定可

能である25).

LF dampingはその一部が粘性に起因していることか

ら,海洋構造物のLF応答には尺度影響が大となる可能

性が存在する.もし各種dampingの要因が模型試験に

より決定することが出来,個別に尺度影響を考慮するな

らば, LF応答に対する尺度影響を評価することが可能

となる.しかし現状では各種dampingの寄与の決定と

尺度影響を考慮する方法は確立されるには至っていない.

3.6　柱体まわりの剥離流れの理論計算法

スーパーコンピューターの発達に伴い,数値流体力学

(CFD)の進展は著しいものがある.今日では維散渦法

の他に,直接解法,乱流渦モデル法によりN-S方程式

を解くことが可能となっている. CFDは一棟流中にお

かれた物体まわりの剥離流れについての研究が主流と

なっている.これに対して海洋工学の分野では,波長あ

るいは運動振幅に比べて物体の代表長さが小さい場合の

剥離流れを研究対象としているところが特徴である.相

対的な振動流中での物体による渦放出が研究対象となる.

レイノルズ数(Re数)の他にクーリガンカーペンター

敬(KC数)が重要なパラメータとなる.

離散渦法は渦点法,渦層法,渦管分布法などに分類で

きる.円柱まわりの剥離点の決定には境界層方程式を用

いる方法の他に,物体表面から渦放出をランダムに行わ

せることで剥離点を自動的に決定するChorin法がある.

Tiemroth26)は没水円柱に波と流れが当たる場合を

Chorin法を用いて解いている.離散渦法は2次元問題

に適した方法があるが, vanderVegt27)により3次元問

題の定式化が示された.

直接解法はN-S方程式を直接差分法または有限要素

法で解く方法である.振動流中の円柱まわりの流れは

Baba and Miyata28)が初めて差分法で解いた.このとき

のRe数は100, KC数は5である.その後Murashige

and Kinoshita29)は, Re数10,000, KC数5 -10の計算

に成功し,フローパターンのみならず抗力も実験値との

良好な結果を得ている.自由表面上に波のある場合の没

水円柱の計算はMiyata et a130'に示されている.

6
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乱流モデルによる解法は,レイノルズ数が高くなり直

接解法の解が不安定となる領域で機能する方法で,時間

領域で平均化を行うKc法と空間領域で平均化を行う

LES (Large Eddy Simulation)法の2通りがある.一

様流中では高レイノルズ数での解が得られているが,残

念ながら今のところ振動流中の外部ながれの計算例はみ

られない31)

実用的な数値計算法がHuse et at32)により示されてい

る.振動流の1揺れごとに一様流中の後流を仮定し抗力

の修正を行う方法である. KC数20以上では良好な結果

を得ている.

剥離流れの数値解法はいまだ発展段階にあり,レイノ

ルズ数とクーリガンカーペンター数の広い範囲にわてっ

て実用的な方法が提示できるまでには至っていない.特

にレイノルズかずが105以上で,クーレガン･カーペン

ターかずが2以下の範囲で信頼のおける計算結果が得ら

れていない.この範囲は実験的にも困難な領域である.

物体形状も主として滑面をもつ2次元柱体に限られてい

る.しかし柱体まわりの剥離流れの可視化実験によれば,

長軸方向に3次元流れが顕著に存在することが知られて

いる.この3次元影響は, correlation length等の概念

での説明が試みられているが実験的にも数値計算上も不

明な点が多い.今後潮流,同様,波浪が共存する場とか

表面粗度を考慮した場合とかの数値解法も開発が望まれ

る.

3.7　風,波,潮流の相互干渉

風,披,潮流の相互干渉を同時に扱った事例は見あた

らない.そこで波と潮流,風と波の組み合わせの相互干

渉の研究の現状を見る事にする.風と潮流の組み合わせ

は考えにくいので省くことにする.ところで波と潮流の

相互干渉は｢浮遊式海洋構造物の研究の現状(その2)｣

の浮体の波浪中曳航時の挙動の項で扱う.

風と波の相互干渉には2通りの見方がある.風が波に

及ぼす影響と波が風に及ぼす影響である.前者は風波の

発生理論に関して既に多数の文献が存在する.浮体の稼

働時または異常時においては波はすでに十分発達したも

のと考えて差し支えない.従ってこの時点では風が波に

及ぼす影響は小さいと考えられる.

波が風に及ぼす影響も2通りに分類できる.まず波に

より水面に表面租度が生じる.このため変動風スペクト

ルが変化を受ける可能性がある.次に波の山と谷とでは

局所的風速に違いが出ることによる影響である.いずれ

の場合も研究例はきわめて少ない.

Huse33)は平均水面上に吹き出し,吸い込み層を置く

ことにより波面上の風場の局所的変形を計算している.

得られた計算結果は実験と比べてみると風速変動は2倍

と過大な見積りになっている.風場の変形による1次の

波強制力-の影響は船型でもセミサブでも2-3%どま
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りである. 2次の波強制力への影響は不明である.

3.8　方　向　波

多方向波中の係留浮体の1次応答の研究は,周波数領

域においてはHelvejoulらによりなされ34),時間領域に

おいてはJoらによりまとめられている21㌧　しかしいず

れも単峰型スペクトルの場合を主に扱っており,今後多

峰型スペクトルの場合の検討が重要となる.多峰型スペ

クトルの典型例が風波とうねりが異なる方向に進む

Crossing Waves (2方向不規則波)である.

多方向液中の係留浮体の運動応答の実験例が見られる

ようになってきた.前田ら35)･36)は2方向長波頂不規則

液中の浮体の運動の実験を行い,その1次応答は,それ

ぞれの1方向不規則波中での1次運動の重ね合わせとほ

ぼ等しいが, 2次長周期運動ではこの重ね合わせが有効

とはならないことを示した.またこれらの実験に対応す

る時間領域での計算も行い良好な結果を得ている.竹沢

ら37)は長水槽において多分剖造披装置を用いた方向ス

ペクトル造波を可能にした.さらに2次元の方向周波数

応答関数を実験的に推定する方法を開発した. Åage

ら38)は滑らかなライザ-管に作用する波浪荷重につい

ての実験を行い方向性のために水平方向の荷重が約15%

減少することを示した.波の方向性を疲労設計の立場か

らとらえるのか,復原性の観点からとらえるのかにより,

多方向性の考慮の仕方が違ってくる.これは今後の検討

課題となる.

3.8　非線形運動

多関節タワー(ア-ティキュレイテッドタワー)に1

点係留した石油積み出し用タンカーではその係留系によ

る水平運動の復原力が平衡点を中心に非対称となってい

る.復原力特性を簡単にモデル化すると片側づつで線形

となるがそ傾斜がそれぞれ異なるバイリニア(片側線

形)となる.この非線形なバイリニア運動方程式に規則

波による人力を与えると,初期条件次第で興味ある挙動

を示すことが知られるようになった.基本平均固有周波

数Wに対して,駆動周波数が2W, 3W, ....のような整

数倍で同調運動が発生するのみならず, 0.505W, .…

等のように有理数とならない周波数でも同調運動が起き

ることがある39).

また同じ入力の周波数であっても,初期条件次第で駆

動周波数と応答周波数との比nで, n-1, 2, ‥‥のよ

うに有限個に分岐してしまうことも起きる.更に極端な

場合には,ある特定の運動方程式の係数をとるときには,

ある特定の入力の周波数で,初期条件が異なると定常解

が全て異なるという,すなわち,無限個の分岐が発生す

る奇妙な現象も見られる.この現象はカオス運動と呼ば

れている.

ポアンカレー位相平面で一定周期毎の位置が定常解に

収まる点はアトラクターと呼ばれている.ある条件下で
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はアトラクターの領域の境界はフラクタルになっている

ことがある.以上の現象は非線形方程式であるグッフィ

ング方程式の場合にも発生し,カオス理論はローリング

の転覆に至る運動にも応用された例がある.

しかしこのような非線形運動方程式に特有な選択共振

とかカオス運動は不規則な入力になると急に見られなく

なるのが一つの大きな特徴である40).

4.お　わ　り　に

係留された浮遊式海洋構造物の風,波,潮流中の運動

性能に関する研究のうちここでは,海洋の自然環境と係

留浮体の稼働時の挙動に関する研究の現状と問題点につ

いて解説を行った.浮体の異常時の挙動と曳航時の挙動,

模型試験法については｢浮遊式海洋構造物の研究の現状

(その2)]で解説を行う.浮遊式海洋構造物の合理的設

計を行うためには解決されなければならない細かい不確

かさは多数残されている.研究が進むにしたがい不確か

さも増加する.しかし暖昧なままで設計を行うよりは,

研究投資を行った方が安上がりである.研究の意義の一

端はここにあるものと考える.　(1992年6月25日受理)
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